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国会状況について
　昨日（19日）夕方の理事懇で、決定した衆・厚労委員会の案件は、参議院送付の｢社会福祉士及び介護福祉士法等の一部を改正する法律案｣でしたが、本日（20日）の厚労委員会は、午前は休憩、午後は｢職権｣による召集で開催され、与党のみ30分ほどの質疑がされた。
　｢職権｣による委員会召集で、｢昨日までの理事懇で合意していない内容は不正常｣と民主、共産、社民、国民新党の野党側は欠席しました。与党のみで、臓器移植趣旨説明と労働契約法案、労働基準法の一部を改正する法律案、最低賃金法の一部を改正する法律案の三法一括した質疑が石崎岳（自民）・古屋範子（公明）議員からされた。

　22日(金)は衆・厚労委員会の定例日ですが、明日の午後の理事懇を経ないと質疑の内容はわからない状況。
　今国会で労働法制はどうなっているか問い合わせがありますが、考えられるパターンについて
●　6/19の日本経済新聞　　塩崎内閣官房長官が与党幹部に「１２日間の会期末延長」を行うことによって、労働３法の本通常国会での成立を目指すよう打診した。
●　与党は、労働３法案については、すでに衆院厚生労働委員会質疑は終了しており、残すところ「採決」のみという段階にあります。１２日間の会期延長をしたとすれば、今週中に労働３法案の委員会採決、本会議上程・可決を行うことにより、参院での質疑時間は確保でき法案可決の可能性があります。
●　民主党は、この間の労働三法の時間を年金に集中した質問をしています。
成長力底上げ戦略推進円卓会議について【首相官邸ホームページから検索できます。】

　第1回は3月22日、第2回は6月6日に開催された。円卓会議メンバーは、公、労、使で構成され、連合から小出幸男（ＪＡＭ会長）、桜田高明（日本ｻｰﾋﾞｽ・流通労働組合連合会長）、高木剛（日本労働組合総連合会会長）の3名。
丹羽宇一郎・伊藤忠商事会長｢最低賃金の決定要素は最低限の生活を確保するための生計費に限るべき。企業の支払い能力がないとの理由で最低生活以下の生活を労働者に強いるということはおかしい｣。
柳澤伯夫・厚労大臣｢今、国会で最賃法の審議を行っており、生活保護との整合性が議論となっている。そもそも生活保護との整合性が議論になること自体、いかに日本の最賃は低いかということの表れではないか。酔って最賃の引上げは必要でありそれに耐えうるような施策を政府が手当てすることが必要な状況になっているのではないか｣。（連合通信より）
政府は１５日、経済的な格差縮小を目指した「成長力底上げ戦略」を全国できめ細かく実施するため、地方版の「成長力底上げ戦略推進円卓会議」を全都道府県に設置すると発表した。１８日の広島県を皮切りに、６月末をめどに全都道府県で第１回の会議を開く予定。
　円卓会議は、関係行政機関や経済界、労働界、教育・訓練機関の代表者や有識者らを構成メンバーとし、（１）人材能力戦略（２）就労支援戦略（３）中小企業底上げ戦略－－を円滑に推進するための方策などを議論する。
地方円卓会議の開催状況
5/18　広島、5/24　北海道、5/29　大阪府、香川、5/30東京、5/31宮城、愛知、6/1三重、福岡、6/4　熊本、6/6千葉、京都、6/8長崎、6/11秋田、新潟、埼玉、神奈川、6/12山形、岩手、6/13　愛媛、6/14沖縄、6/15福島、岐阜、6/18山口、6/19福井、6/20群馬、兵庫、6/22長野6/25静岡、大分、宮崎、6/26岡山、6/27茨城、滋賀、6/28青森、栃木、山梨、富山、6/29石川、和歌山、奈良、鹿児島、7/2島根、7/3高知、7/6徳島、鳥取は日程調整中









